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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本電気計測器工業会

（JEMIMA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定す

べきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本産業規格である。

これによって，JIS Z 4504:2008 は廃止され，その一部を分割して制定したこの規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS Z 4504 規格群（放射能測定－放射性表面汚染の測定及び評価）は，次に示す部で構成する。 

JIS Z 4504-1 第 1 部：一般 

JIS Z 4504-2 第 2 部：ふき取り試験 

JIS Z 4504-3 第 3 部：測定器の校正 
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第 3 部：測定器の校正 

Measurement of radioactivity-Measurement and evaluation of  
surface contamination-Part 3: Apparatus calibration 

 
序文 

この規格は，2016 年に第 2 版として発行された ISO 7503-3 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格群及び JIS Z 4334 は，固体表面に存在する放射能の評価に関連する規格である。 

この規格は，単位面積当たりの放射能で表す放射性表面汚染（以下，表面汚染という。）の直接測定法及

び間接測定法による評価について，測定器の校正が複雑な場合を含み規定する。 

この規格は，設備及び施設の表面，放射性物質収納容器，密封線源並びに建造物又は土壌のように測定

対象となる表面に適用する。 

この規格は，試験所及び設備・装備の管理，並びに搬出の基準に適合させるための除染及び放射能モニ

タリング活動に利用が可能である。 

この規格は，次に示す機関で参照可能である。 

－ 様々な種類及びエネルギーの放射線を出す放射性核種，又は標準線源がない放射性核種を取り扱う校

正試験所又は校正機関 

－ 放射性核種の混合物からなる表面汚染の評価を職務とする機関 

－ 国が定めるガイドライン値又は国際協定による限度値に従って，核物質の輸送，又は資材及び設備の

クリアランスを管理する機関及び規制当局 

この規格は，皮膚，衣服又は測定の都度，表面の状態が変化する砂利のような材料の表面汚染の評価に

は適用しない。 

注記 1 表面汚染を直接測定によって評価する方法は，JIS Z 4504-1 に規定する。同様の表面汚染を間

接測定によって評価する方法は，JIS Z 4504-2 に規定する。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO 7503-3:2016，Measurement of radioactivity－Measurement and evaluation of surface contamination


